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第１章 京・地域福祉推進指針について 

 

１ 本市の地域福祉の基本的な考え方 

「地域福祉」は、日々の暮らしの場である身近な「地域」で生じる様々な福祉課

題の解決や住民一人ひとりの生きがいや活躍の場の創出に向け、地域のことを最も

よく知っている「住民」自らが手立てを考え、世代や分野・属性に捉われず、行政

や地域の様々な主体と共に取組を展開することで、地域の知恵と力を結集して生み

出され、前進していくものといえます。また、単に課題を解決するだけではなく、

住民が集い、活動することで住民同士のつながりが強くなり、地域コミュニティが

活性化する、つまり同時に「まちの活性化」に結び付く可能性も大いに含んでいま

す。 

「地域」で生じる様々な福祉課題に対して、住民や関係機関、行政等が、それぞ

れに活動するだけではなく、多くの住民参加の下、地域の多様な主体が世代や分野・

属性を超えてつながり、地域の課題を共有し、それぞれの強みをいかしながら協働

すると、課題の解決や地域の活性化に向け、大きな力を生み出すことができます。 

そして、こうした協働の取組を通じて、支援を必要とする方の存在に地域が「気

づき」、行政や関係機関に「つなぎ」、地域の住民全体で「支える」ことで、更に暮

らしやすい地域をつくることができます。 

本市では、分野ごとの計画に基づき、サービスの内容・種類の拡充や相談支援体

制の整備に取り組むとともに、住民の主体的な取組を支えるための様々な施策や事

業を進めてきました。今後も、それら分野ごとの施策が地域で効果的に展開され、

住民の生活が一層充実したものになるよう、取組を進めていく必要があります。 

また、地域で生じる福祉課題は、単一の分野のサービスによって解決できるもの

とは限りません。近年の家族形態や雇用形態の変化、そして私たちの社会生活を一

変させたコロナ禍によるつながりの希薄化等により、課題の複雑化・複合化はます

ます進んでいる状況です。 

本市では、そうした課題に対して、分野を横断した重層的な支援を展開する体制

の充実を進めるとともに、地域住民を主体として、多くの人が地域に関わり、地

域をより良くする、課題を抱えた方に寄り添うという考えや想いの下、「優しさの

あふれる」協働の取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

京都は、古くは町衆の登場から始まり、明治２年には、全国初の学区制小学校「番

組小学校」が創設されて以降、学区単位の地域コミュニティが全国に先駆けて成立

し、今も脈々と引き継がれています。番組小学校は、学校の機能だけでなく、徴税、

戸籍、消防、警察などの機能も設置されたほか、自治会・町内会の拠点にもなってい

ました。 

この番組小学校の建設、運営費には、子どもがいる、いないに関わらず、家の中の

竈
かまど

の数に応じて地域の方々がお金を出し合った「 竈
かまど

金
きん

」が充てられ、地域ぐるみで

子ども達を育てるという 竈
かまど

金
きん

の精神が培われ、現在まで「京都の地域力」として受

け継がれています。   

                 日本最初の小学校 

「京都の地域力」＝京都の強み！ 
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２ 指針が目指す姿 

「京・地域福祉推進指針」は、地域福祉が基本とする住民主体の取組を更に充実

させるとともに、各分野の施策をより効果的に展開する方向性を指し示すものです。 

本指針においても、前指針の基本理念を引き継ぎ、京都の住民自治の伝統の下

「文化」として根付く「地域力」をいかし、世代や分野を超えて、全ての人々や

団体が、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことのできる社会（地域

共生社会）を目指しています。 

 

 

 

 

 

この基本理念の実現に向け、本市が目指す３つの姿を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

京都の地域力を活かし優しさのあふれる共生の文化を推進する 

基本理念 

多様な活動団体が連携し、 
住民とともに協働の取組が 

推進されている  
○ 多様な機関・団体が地域住民とと

もに地域の活動に参画し取り組むこ
とで、支え合い活動が充実・強化され
ている。 

○ 多様な主体がつながり、多分野・
多世代が重なる取組が推進されてい
る。 

困難な課題をみんなで受け止め、
重層的な支援が展開されている  

○ 地域生活における困難な課題を、しっ
かりと行政、関係機関等が連携して受
け止めている。 

○ 抱えた課題が深刻化する前に解決に
向けて取り組むことができている。 

○ 複雑化・複合化した課題を抱えた世
帯のうずもれ等を防いでいる。 

連 

携 

互いに認め合い、誰もがやりがいと喜びを感じ、 
いきいきと過ごせている  

○ より多くの地域住民が支え合いに関わり、互いに「支え手」「受け手」と
なることで、やりがいと喜びを感じ、より元気な地域になるとともに、世代
を超えた交流により、地域のつながりが次世代に継承されている。 

○ 世代、分野・属性を超えて、様々な人や団体等がつながることで、生活に
悩みがあっても、相談・支援につながり、日常のつながりを通じて、地域の
中で様々な課題にも互いに助け合いながら対応することができている。 

協働による支援 
受け止める・支える 



3 

 

３ 指針の位置付け 

本指針は、福祉分野に限らず、あらゆる関係者が地域づくりをキーワードに横

につながり、ともに取り組む京都ならではの共生の文化を推進するために策定す

るものであり、社会福祉法第１０７条に規定される市町村地域福祉計画として位

置付けます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども、高齢者、障害のある方など全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを共

に創り、高め合うことができる「地域共生

社会」の実現に向けて、平成３０年４月１

日施行の社会福祉法の改正において、地

域の課題解決に向けた支援が、地域住民

や福祉の関係機関の連携の下で包括的に

提供されることを目指す、包括的な支援

体制の整備が市町村の努力義務とされま

した。 

さらに、令和３年４月１日施行の社会福

祉法の改正において、包括的な支援体制

を整備するための具体的な事業として

「重層的支援体制整備事業」が創設され

ました。 

 

 

市町村地域福祉計画 

市町村は地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、地域における高齢者の福祉、障害者の

福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項等を定めることとされていま

す。 

＜社会福祉法（抜粋）＞ 
（市町村地域福祉計画） 
第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定め
る計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し

て取り組むべき事項 
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるもの
とする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価
を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更
するものとする。 

社会福祉法改正の概要 

（資料：厚生労働省 社会・援護局 地域共生社会推進室） 

解説 
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重層的支援体制整備事業 

「重層的支援体制整備事業」とは、高齢、障害、子ども、生活困窮など従来の分野・属

性別の支援体制では対応が困難な地域住民の複雑化・複合化した福祉課題や支援ニーズに

きめ細やかに対応するため、市町村において、既存の支援体制や取組をいかしながら、分

野・属性を問わない「相談支援」、社会とのつながりや参加を支援する「参加支援」、「地

域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施することにより、包括的な支援体制

を整備することを目的とした事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：厚生労働省 社会・援護局 地域共生社会推進室） 

 

 

本市における重層的支援体制 

高齢、障害、子ども、生活困窮など福祉分野ごとに相談支援体制が体系的に整備されて

いることに加え、地域あんしん支援員設置事業など福祉分野を横断して制度の狭間を埋め

る伴走型の支援体制も構築しています。また、地域づくりの取組としても、地域の多様な

主体によって分野・属性を超えた多様な地域福祉活動が行われつつあるなど、本市では、

重層的支援体制整備事業で求められている役割や機能を既に多くの部分で備えています。 

しかしながら、複雑化・複合化した課題を抱える世帯が増加する中、分野を超えた支援

関係機関が今まで以上に連携・協働して支援を行うことが求められています。   

また、地域や人と人とのつながりが希薄化する中、地域の中で支え合う取組が生まれや

すい環境を整備し、緩やかなつながりによって見守るセーフティーネットの強化を図る必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

解説 
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４ 本市の総合計画や他の分野別計画等との関係性 

本指針は、京都市基本計画の分野別計画の一つとして策定するとともに、支援を

必要とする対象者の属性に応じた各分野別計画等に共通する地域福祉の理念や、分

野を超えて一体的に取り組むことが効果的な施策の方向性を定めるものであり、京

都市レジリエンス戦略の推進や、国際目標であるＳＤＧｓの達成にも積極的に貢献

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市レジリエンス戦略 

自然災害や人口減少などの様々な危機に対し、粘り強くしなやかに対応し、将来にわ

たって人々がいきいきと暮らせる、魅力と活気に満ちた都市を目指して、レジリエンス

の理念を政策に反映し、実行していくための取組指針です。 

 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ） 

「誰一人取り残さない」ことを基本理念に、国連に 

おいて、２０３０年までの国際目標として定められた 

「持続可能な開発目標」。 

「すべての人に健康と福祉を」「パートナーシップで 

目標を達成しよう」等の１７の目標で構成されています。 

 

 

 
 

 

連携する主な分野別計画等 

 

各区基本計画 京都市基本計画 

解説 

地域共生社会 

～優しさのあふれる共生の文化～ 

『京・地域福祉推進指針』

連携 連携 
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第２章 本市の地域福祉を取り巻く状況 

 

１ 各種統計資料 

⑴ 市内人口及び世帯数、家族形態に関するデータ 

本市の人口は近年減少していますが、世帯数は増加し、世帯規模は縮小の傾

向にあり、単独世帯数は増加し続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 核家族世帯数の推移（京都市） 

  

③ 単独世帯数の推移（京都市） 

 

① 市内人口及び世帯数の推移（京都市） 

   

1,474,811 1,474,015
1,475,183 1,463,723

1,447,051

653,860
681,581

705,874
729,524 739,522

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

1,400,000
1,410,000
1,420,000
1,430,000
1,440,000
1,450,000
1,460,000
1,470,000
1,480,000
1,490,000
1,500,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和5年

（世帯）（人）

人口 世帯数

資料：国勢調査 

１世帯あたりの人員 

・平成 17 年 2.24 人 

・平成 22 年 2.13 人 

・平成 27 年 2.05 人 

・令和 2 年 1.97 人 

資料：国勢調査 

資料：平成１７～令和２年…国勢調査 

令和５年…令和２年国勢調査の結果をもとにした１月１日時点推計 
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⑵ 高齢化に関するデータ 

１５歳未満及び１５～６４歳の人口割合が減少する一方で、６５歳以上人口の

割合は増加しており、６５歳以上のひとり暮らしの高齢世帯数、要介護・要支援

認定者数が増加しています。また、本市における平均寿命は、男女ともに伸びて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 年齢３区分別人口の比率の推移（京都市） 

 

10.1%

10.5%

11.3%

11.9%

12.0%

61.5%

61.3%

62.0%

65.1%

67.2%

28.4%

28.2%

26.7%

23.0%

19.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年

令和2年

平成27年

平成22年

平成17年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

資料：平成１７～令和２年…国勢調査 

令和４年…令和２年国勢調査結果の人口に住民基本台帳の異動を反映させた 

１０月１日時点の推計人口 

② ６５歳以上のひとり暮らしの高齢世帯数及び高齢夫婦世帯数の推移（京都市） 

 

60,714
70,738 

86,310 
95,220 

53,960
61,584 

70,016 65,355 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（世帯）

ひとり暮らしの高齢世帯数 夫婦のみの高齢世帯数

③ 要介護・要支援 認定者数（京都市） 

 

90,115
91,378

93,933
95,478

97,192

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

（人）

資料：国勢調査 
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⑶ 少子化に関するデータ 

出生数は減少しており、合計特殊出生率も低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出生数及び合計特殊出生率の推移（京都市） 

  

9,989 

9,495 

9,251 

8,767 

8,372

1.25
1.22 1.21 1.17

1.15

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

合計特殊出生率出生数（人）

出生数 合計特殊出生率

④ 男女別の平均寿命（京都市） 

 

79.13 
79.98 

81.47 
82.09 

85.77 
86.65 

87.39 
88.22 

75.00

77.00

79.00

81.00

83.00

85.00

87.00

89.00

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（単位：歳）

男性 女性

資料：厚生労働省 令和２年市区町村別生命表 
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⑷ 虐待相談・通告等に関するデータ 

児童の虐待相談・通告等の件数及び認定件数は増加傾向にあり、高齢者の虐待

相談・通報件数及び認定件数はほぼ横ばいの状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 児童虐待相談・通告件数及び認定件数の推移（京都市） 

 

② 高齢者虐待相談・通報件数及び認定件数の推移（京都市） 
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⑸ 障害のある方に関するデータ 

身体障害者手帳の交付件数は減少傾向にありますが、療育手帳及び精神障害者

保健福祉手帳の交付件数は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 療育手帳交付件数の推移（京都市） 

 

16,349 
16,844 16,982 17,167 17,482 

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（人）

① 身体障害者手帳交付件数の推移（京都市） 

 

75,232 
74,479

72,798

70,957 

69,113 

65,000
66,000
67,000
68,000
69,000
70,000
71,000
72,000
73,000
74,000
75,000
76,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（人）

③ 精神障害者保健福祉手帳交付件数の推移（京都市） 

 

17,740 
18,969 

19,707 
20,621 

21,802 
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16,000

18,000

20,000

22,000
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⑹ 生活困窮に関するデータ 

本市の生活保護世帯数及び保護率は減少傾向にあります。また、新型コロナの

影響を受けた生活困窮者に対して生活福祉資金貸付等の支援を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：新型コロナに伴う生活困窮者支援策 （件） 

区 分 令和３年度 令和４年度 

新型コロナに伴う生活福祉資金 

※令和４年９月末まで申請受付 

緊急小口資金貸付・給付件数 6,855 1,394 

総合支援資金貸付・給付件数 23,365 1,371 

住居確保給付金支給決定件数 2,410 1,121 

新型コロナ生活困窮者自立支援金支給決定件数  

※令和４年１２月末まで申請受付 
4,947 1,298 

注 緊急小口資金及び総合支援資金は、市社会福祉協議会において実施 

注 住居確保給付金に係る申請の受理及び事務処理は、市社会福祉協議会において実施 

 生活保護被保護世帯数及び保護率推移（京都市） 

 

32,620 
32,329 

32,135 32,029 31,762 

2.98
2.92 2.87 2.85

2.8

2

2.2

2.4

2.6

2.8

3

30,000

30,500

31,000

31,500

32,000

32,500

33,000

33,500

34,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

保護率（％）（世帯）

被保護世帯数 保護率
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⑺ 自治会・町内会に関するデータ 

自治会・町内会の加入率は減少傾向にあり、加入世帯数は令和３年度に減少しま 

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ 民生児童委員に関するデータ 

本市は高い充足率を維持していますが、直近の一斉改選では低下しました。ま

た、委員の平均年齢が上昇し、高齢化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑼ ボランティア活動に関するデータ 

各年度末時点で登録されている団体数は、年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会・町内会の加入率と加入世帯数（京都市） 

 

488,020 488,257 488,789

475,639

69.8% 68.5% 67.7% 65.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%

450,000

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

平成26年度 平成28年度 平成30年度 令和3年度

（加入率）（世帯）

加入世帯数（推計） 加入率（推計）

一斉改選時の民生児童委員の充足率と平均年齢の推移（京都市） 

 

99.80% 99.80% 99.96% 99.90%

99.20%

61.5

62.2

62.5 62.6

62.8

60.5

61

61.5

62

62.5

63

96%

97%

98%

99%

100%

平成22年 平成25年 平成28年 令和元年 令和4年

年齢（歳）（充足率）

充足率 平均年齢

京都市福祉ボランティアセンターに登録されている団体数の推移（京都市）

  

759

773
782

789
798

730

740

750

760

770

780

790

800

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（団体）

本市の民生児童委員

の定数は 2,728 名 

資料：京都市 令和３年度自治会・町内会アンケート 



13 

 

２ コロナ禍の影響に関連するアンケート調査資料 

 

⑴ 高齢者を対象にした健康等に関する調査（京都市 すこやかアンケート調査） 

令和元年度と令和４年度を比較すると、外出の機会が減っている方の割合 

が１０ポイント以上増加しました。主観的健康観についても「よい」と回答し

ている方の割合が減少しました。また、地域づくり活動については、「参加し

たくない」と回答している方の割合が増加しました。 

 

〇外出についてのアンケート調査結果 

 

 

 

 

〇主観的健康（現在の健康状態）についてのアンケート調査 

 

 

 

 

 

〇地域づくり活動への参加についてのアンケート調査 

（地域住民の有志による、健康づくり活動や趣味等のグループ活動について） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 人や社会とのつながりに関する調査（京都市 健康づくり・口腔保健・食育に関するアンケート調査）  

令和３年度の調査ではコロナ禍の影響を受け、８割近くが社会活動に参加

していない又は控えていると回答していましたが、令和５年度の調査では、

「参加している」が１０．５ポイント増加、「コロナ禍だから参加していな

い」が６．６ポイント減少し、地域活動の回復の兆しが見られました。 

 

〇 社会活動への参加 

 

 

 

 

 

 

 

質問項目 令和元年度 令和 4年度 増減 

昨年と比べて外出の機会が減っている方

の割合 
28.0％ 38.2％ +10.2pt 

質問項目 令和元年度 令和 4年度 増減 

７５歳以上８４歳以下の方の主観的健康

観（現在の健康状態）について「よい」

と回答している方の割合 

73.3％ 71.0％ △2.3pt 

質問項目 令和元年度 令和 4年度 増減 

参加者として「参加したくない」と回答

している方の割合 
32.6％ 36.2％ +3.6pt 

企画・運営者として「参加したくない」

と回答している方の割合 
51.3％ 55.5％ +4.2pt 

回答 令和元年度 令和 3年度 令和 5年度 

参加している 49.4％ 19.6％ 30.1％ 

コロナ禍だから参加していない ― 15.7％ 9.1％ 

参加していない（コロナ禍になる前か

ら参加していない） 
47.4％ 59.8％ 57.4％ 

無回答・無効 3.2％ 4.9％ 3.4％ 
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⑶ コロナ禍の町内会の活動について（京都市 自治会・町内会アンケート報告書） 

コロナ禍により、住民同士の親睦や交流などの十分な活動ができなかった、

会合や行事の実施判断に苦慮したという回答の割合が多くありました。 

また、多くの地域活動が縮小もしくは中止・延期を余儀なくされた一方で、

活動方法の見直しやＳＮＳの活用を進めるなど、工夫して地域活動を継続した

という回答も見られました。 

 

〇コロナ禍の活動の振り返りについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇コロナ禍での活動状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.0%

6.3%

8.0%

16.6%

11.6%

22.7%

15.3%

12.2%

12.7%

14.6%

17.5%

15.1%

15.6%

15.2%

17.5%

19.6%

19.7%

27.1%

12.1%

20.8%

19.5%

22.6%

23.0%

32.2%

17.9%

42.6%

48.5%

27.9%

34.3%

19.4%

35.0%

28.5%

23.8%

9.5%

14.0%

19.6%

19.0%

20.1%

9.1%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境美化や清掃活動

地蔵盆や祭りなど伝統行事

交流や親睦のための活動

高齢者等を対象とした活動

子どもを対象とした活動

防犯活動や見守り活動

防災活動

会議等の地域の話し合い

前と変わらず活動 工夫して活動 縮小して活動 中止・延期 以前から活動なし
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３ 新たに顕在化してきた福祉課題等に関する統計 

  本市では、新たに顕在化してきた福祉課題等に対し、実態調査を行い、先駆的

に施策を実施してきました。今後も、複雑化・複合化する地域住民の福祉課題や

支援ニーズに対し、地域とともに、包括的に対応していく必要があります。 

  

⑴  孤独・孤立に関するデータ（京都市「孤独・孤立」実態調査アンケート） 

孤独・孤立に陥るきっかけは、本人の心身に関することや家庭に関すること

が９０％を超えています。解決しない要因として、身近に相談できる者又は場

所がないことや、心身の不調、問題が表面化しない要因として、必要な情報が

行き届いていないことやネットワークがない又は弱いことが多い状況にありま

す。また、対応に苦慮する理由として、課題が複雑化・複合化している場合が

多く、改善には支援関係機関同士の連携強化等が求められています。 

 

 ○ 孤独・孤立に陥るきっかけ 

 

 

 

 

 

   ○ 解決しない要因 

 

 

 

 

 

○ 問題が表面化しない要因 

 

 

 

 

○ 対応に苦慮する理由 

 

 

 

○ 改善に向けて必要なこと 

 

 

 

 

 

 

・本人の心身に関すること 95％ 

・家庭に関すること 91％ 

・地域との関係 64％ 

・仕事に関すること 62％ 

・身近に相談できる者又は場所がない 86％ 

・心身の不調 86％ 

・自らの悩みや課題が整理できない又は課題認識がなく、自発的に

相談されることがない 
77％ 

・相談先がわからない 76％ 

・社会参加や支援を求めた時に、必要な情報が行き届いていない 71％ 

・地域での気づきや見守るネットワークがない又は弱い 70％ 

・支援を要する方々を把握する術がない又は弱い 65％ 

・課題が複雑・複合化している 74％ 

・対応できる施策・制度がない 46％ 

・他の支援団体との連携強化 51％ 

・社会や地域の理解 43％ 

・支援団体に対する支援施策や他の支援機関に係る情報提供 39％ 

※複数回答あり 
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⑵ ひきこもりに関するデータ 

ひきこもりに関する相談件数は、令和４年４月～５年３月までの１年間で、 

４１７件あり、令和元年度（３０７件）と比較すると、約１．４倍に増えてい

ます。このうち、４０代以上の方に関する相談は１３７件（３２．９％）で、令

和元年度（３９件）と比較すると件数は約３．５倍になっており、中高年のひ

きこもり支援のニーズが高まっています。 

 

〇令和４年度京都市ひきこもり相談窓口への相談実績 

 

 

 

⑶ 不良な生活環境（いわゆるごみ屋敷）に関するデータ 

相談があり調査を行った４４７世帯のうち、２７４世帯（６１．３％）につ

いては、具体的な支援につながり、ごみ屋敷を解消しています。一方、４７世

帯（１０．５％）については、状況把握や信頼関係の構築を行うなどしなが

ら、今後も寄り添い支援の実施により解消に継続的に取り組む必要がありま

す。 

 

○不良な生活環境（いわゆるごみ屋敷）を解消するための取組実績 

（平成２６年１１月～令和５年３月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後も継続的な関わりが必要
なもの（調査中を含む。） 
 
４７世帯（１０．５％） 

相談があり調査を行ったもの     ４４７世帯 

ごみ屋敷とまでは
いえないもの 
１２６世帯 
（２８．２％） 

不良な生活環境を解消し
たもの 
２７４世帯 
（６１．３％） 
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第３章 改定の背景・方向性 

１ 現行指針の取組状況 

平成３１年３月に策定した「京・地域福祉推進指針」においては、家族形態の変

化、雇用形態の変化等により、地域の課題の複雑化、多様化が進む中、「京都の地域

力を活かし優しさのあふれる共生の文化を推進する」を基本理念に、課題を抱えた

方々の状況が深刻化する前に、早期に気づき、支援に結びつける体制づくりに取り

組んでいくことが重要であるとし、取組の方向性を明確にするために、２つの重点

目標を設定し、取組を進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

京・地域福祉推進指針（令和元年度～令和５年度）のまとめ 

重点目標１ 
地域における「気づき・つなぎ・支える」力の向上 

重点目標２ 
行政・支援関係機関等による分野横断的
な支援体制の強化 

推進項目２ 

多様な活動団体が連携し、住
民とともに協働の取組を推
進する仕組みづくり 

推進項目１ 

住民同士の支え合い活動の促進 
～互いに認め合い、誰もがやりが

いと喜びを感じ、いきいきと過ご

せる地域づくり～ 

推進項目３ 

困難な課題を受け止め、円
滑に支援につなぐ行政機関
等の体制の充実 

＜主な取組＞ 
○ 福祉のまちづくり体制整備事業の開始（令和元年４月） 
○ 地域あんしん支援員を２名増員、全区役所・支所単位での配置を実現（令和２年６月） 
○ ひきこもり支援体制の再構築（令和２年８月） 
○ 再犯防止推進計画を策定し、重点推進施策を中心に取組を推進（令和３年３月） 
○ 地域における見守り活動促進事業の強化（令和３年１２月） 
○ 関係団体と「孤独・孤立に関する連携協定」を締結（令和４年９月） 
○ 新型コロナに伴う生活困窮者支援策を実施（令和２年３月） 
○ 地域の見守りやサロン活動など地域活動の推進 
 

＜主な成果＞ 
★ 「福祉のまちづくり体制整備事業」を開始し、区地域福祉推進委員会の取組を充実・強化。地域
課題やニーズ、先進事例の把握、共有、発信等を行い、多様な主体の連携・協働により地域活動が
活性化。 

★ 地域あんしん支援員の増員により、制度の狭間や支援拒否、複雑化・複合化した課題等を抱える
方への支援体制を充実。 

★ 各区役所・支所の体制を強化（寄り添い支援係長を配置）し、ひきこもり支援の全年齢型相談窓
口の再編・設置、よりそい支援員の配置など、丁寧な伴走型支援を展開。 

★ 刑事司法関係機関等をサポートする更生支援相談員の設置により、再犯防止・更生支援に関する
理解促進に向けた市民・事業者等への啓発や生きづらさを抱える若年者の居場所づくりを推進。 

★ 「京都市避難行動要支援者名簿の情報の提供等に関する条例」を制定し、避難行動要支援者名簿
の作成、協定締結団体への提供により、地域における見守り活動の充実を推進、避難行動要支援者
に対する支援を強化。 

★ 孤独・孤立対策として、関係機関・団体等との連携協定を締結しネットワークの構築を推進。ス
マートフォン等でチャットボットにより質問に答えることで支援制度や窓口を案内する「京都市版 
お悩みハンドブック」の運用を開始するなど、孤独・孤立に関する課題を抱えた方を支援する取組
を展開。 

★ 社会福祉協議会との協働による特例貸付等の実施により、コロナ禍の影響を受けた生活困窮者へ
の支援に対応。 

★ コロナ禍においても、地域で、民生児童委員、老人福祉員、学区社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等
の地域の関係者等による見守りやサロン活動など、「気づき・つなぎ・支える」取組を推進。 
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２ 改定に当たっての視点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前指針の策定以降も、世帯構造や家族形態の変化、コロナ禍による地域や人間

関係のつながりの希薄化等により、地域住民の福祉課題は、複雑化・複合化が進

んでいます。そのような中で、自ら声を上げられずに社会的に孤立し、事態が深

刻化することが危惧されています。 

 

第２章 本市の地域福祉を取り巻く状況のデータ（Ｐ６～１６）から、世帯規模の

縮小、少子高齢化の進行、児童虐待件数の増加、精神障害者保健福祉手帳交付件数

の増加、自治会・町内会の加入率の減少等の状況が見受けられます。 

 

そのような中、本市においては、これまでから地域あんしん支援員設置事業の

実施や不良な生活環境（ごみ屋敷）を解消するための支援、ひきこもりに対する

分野横断的な支援体制の構築等、制度の狭間を埋める支援施策を行政・支援関係

機関・地域の連携の下、先駆的に実施してきました。 

こうした取組を着実に実施する一方、孤独・孤立、ヤングケアラー、８０５０

問題等、社会が変化する中で顕在化してきた地域住民の様々な福祉課題に対して

も、的確に対応していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前指針で設定された「基本理念」、「重点目標」、「推進項目」は、本市の住民主体の

取組を更に充実させるとともに各分野の施策をより効果的に展開する方向性を指し

示すものであることから、本指針においても基本的に維持し、引き続き推進します。 

また、複雑化・複合化が進む地域住民の福祉課題を包括的に受け止め、支援する必

要が高まっていることから、新たに「重層的支援体制の推進」を本指針に位置付け、

行政・支援関係機関・地域の連携の下、適切な支援が展開できるよう、取組を充実す

る内容とします。 

★複数の問題を抱えてしまう世帯の増加 

★地域、社会とつながりづらい人・世帯の

社会的孤立の深刻化 

★地域活動の担い手の不足、一部の担い手

への負担の集中 

家族形態の変化 

雇用形態の変化  

少子高齢化 
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第４章 指針の体系 

 

１ 基本理念、重点目標、推進項目 
 
 
 
 
 基本理念の実現に向け、今後本市が目指す３つの姿を踏まえ、２つの重点目標を推

進していくため、地域住民、関係機関、行政が連携・協働して取り組んでいく方向性

として、以下のとおり推進項目、取組項目を設定します。 

 

重点目標１ 地域における「気づき・つなぎ・支える」力の向上 

 

推進項目１ 住民同士の支え合い活動の促進 

～互いに認め合い、誰もがやりがいと喜びを感じ、いきいきと過ごせる地域づくり～ 

地域の住民同士の支え合いの活動を一層促進し、地域のつながりを高めること

で、互いに認め合い、誰もが地域から孤立せず、いきいきと安心して過ごせる地

域づくりを進めます。 

 

① 互いに認め合う地域づくりの促進   ② 地域福祉活動への支援、市民参加の促進 
③ 地域における健康づくりの取組の推進 ④ 地域における子育て支援の推進 
⑤ 見守り・相談支援活動の促進     ⑥ 居場所づくり、社会参加の取組の推進 
⑦ 地域の特性に応じた支え合い活動創出の強化    ⑧ 地域コミュニティ活性化の取組との連携 
⑨ 災害時の要配慮者への支援の充実 

 

推進項目２ 多様な活動団体が連携し、住民とともに協働の取組を推進する仕組みづくり 

社会福祉施設や企業、ＮＰＯ、大学等、多様な機関・団体が地域住民とともに

地域の活動に参画し、協働して取り組むことで、地域における支え合いの活動の

充実・強化を図ります。 

 

① 区地域福祉推進委員会の取組の充実・強化 
② 社会福祉施設との協働による地域づくりの推進 
③ 多様な主体の参画、連携による地域づくりの推進 

 

 

重点目標２ 行政・支援関係機関等による分野横断的な支援体制の強化 

 

 

推進項目３ 困難な課題をみんなで受け止め、重層的な支援を展開する体制の充実 

対応が困難な課題を、しっかりと行政・支援関係機関等が連携して受け止め、

解決に向けて連携して取り組む重層的支援体制の充実を図ります。 

  
① 「重層的支援体制」の推進 

② 地域生活における多様な課題に対応する事業の充実 

京都の地域力を活かし優しさのあふれる共生の文化を推進する 

基本理念 

【主な取組項目】 

【主な取組項目】 

【主な取組項目】 

前指針（困難な課題を受け止め、円滑に支援につなぐ行政機関等の体制の充実）から二重線箇所を更新 



 

 

 

⑥ 地域コミュニティ活性化の取組との連携 

・自治会・町内会や事業者等との連携の下、地域活動
を支援する取組を通じた地域福祉活動の推進 

⑦ 見守り・相談支援活動の促進 
 

・民生児童委員、老人福祉員、障害者相談員、学区
社協等の活動の推進による課題キャッチ力の向上 

・当事者組織の活動の促進 

推進項目２＜多様な活動団体が連携し、 
住民とともに協働の取組を推進する仕組みづくり＞ 

 

 

 
・高齢者、障害のある方、子ども、外国籍の方など、年齢や性別、文化を
超えて、それぞれの多様性や人権を尊重し合う福祉教育の促進 

・幅広い世代の地域住民に対する、福祉や地域活動への理解の促進 

・地域住民等の主体的な健康づくりの取組等を通じ
た住民同士のつながりの促進 

・「健康長寿のまち・京都」の推進 

 
・子育て情報を知らせる、子育て支援の仲間を増やす・

つながりを広げる取組の推進 
・多くの地域住民等が子育て支援に参画し、地域全体で

子どもの育ち・子育てを温かく見守り、支え合う地域
づくりを推進 

・身近な地域での新たな支え合い活動の創出と新たな
担い手の掘り起こしの推進 

区地域福祉推進委員会（事務局：区社協） 

＜構成＞民生児童委員、学区社協、社会福祉施設の代表者、行政 等 

・市社協・区社協、福祉ボランティアセンター等による地域福祉
活動・ボランティア活動の支援の促進 

・子育て期、就業期からの地域活動への参加を通じた、「真のワー
ク・ライフ・バランス」の促進 

・高齢者、障害のある方の社会参加の促進 

・地域の課題・ニーズ、活動事例の共有や、多様な主体がつながる場・
機会の展開による地域福祉活動の活性化や新たな活動創出の推進 

・地域企業、ＮＰＯ、大学、寺社等との連携
による京都ならではの取組の推進 
 

・社会福祉法人の「地域における公益的な取組」との連携 

・身近な地域における誰もが参加できる居場所や暮らしに
おける興味・関心をきっかけにした活動など、住民主体の
多様な社会参加の場の創出 

・困難な課題をしっかりと行政、 
 関係機関等が連携して受け止めている。 
・抱えた課題が深刻化する前に 
 解決に向けて取り組むことができている。 
・複雑化・複合化した課題を抱えた世帯のうずもれ

等を防いでいる。 

推進項目３＜困難な課題をみんなで受け止め、重層的な支援を展開する体制の充実＞ 
 

・避難行動要支援者名簿を活用した地域における
見守り活動の推進 

・避難行動要支援者の個別避難計画の作成 

推進項目１＜住民同士の支え合い活動の促進＞～互いに認め合い、誰もがやりがいと喜びを感じ、いきいきと過ごせる地域づくり～ 
 

指針が目指す取組のイメージ 

地域における支え合い活動を支援 

民生児童委員 

ＰＴＡ、おやじの会 

ボランティア 

教育機関、大学 
文化芸術関係者 

子育てサークル・サロン、こども食堂 

すこやかクラブ 

地域企業・商店 

自主防災会、消防団 

ＮＰＯ 

自治会・町内会 

京都の地域 
当事者組織 

女性会 

社会福祉施設 

寺社等、宗教団体 

連携 

社会福祉協議会 

 
 

 

・地域あんしん支援員設置事業の充実 

・ひきこもり支援、不良な生活環境（ごみ屋敷）を解消するための支援、孤独・孤立対策、再犯防止

対策等の取組の推進 

・地域リハビリテーション推進センター、こころの健康増進センター及び児童福祉センターの 

一体化施設である「ＣＯＣＯ（ここ）・てらす」による全市的な相談支援体制の充実 

・多様な課題や困りを抱える子ども・子育て家庭への寄り添い支援の充実 

・生活困窮者自立支援事業の充実 

・権利擁護支援体制の充実 

障害者相談員 

老人福祉員 

推進項目２＜多様な活動団体が連携し、 
住民とともに協働の取組を推進する仕組みづくり＞ 

 

・地域住民の主体的な地域活動を支援する取組
を通じた地域福祉活動の推進 

・地域活動の効率化や負担軽減、地域活動への参
加者の裾野の拡大 

健康⾧寿推進課 

各区役所・支所 
保健福祉センター 

生活福祉課 

障害保健福祉課 

子どもはぐくみ室 
 
 

各区役所・支所 
地域力推進室 

社会福祉協議会 

地域づくりに向けた支援 

各相談支援機関等 

包括的相談支援体制 

２ 

困難な課題を 
受け止める・ 
連携しながら

支える 

・民生児童委員、老人福祉員、障害者相談員、学区社協等
の活動推進による課題キャッチ力の向上 

・民生児童委員、老人福祉員の担い手確保 
・当事者組織の活動の促進 

20 21 

・分野・属性を問わない「相談支援」、社会とのつ
ながりや参加を支援する「参加支援」、「地域づ
くりに向けた支援」の３つの支援の一体的実施 

つなぐ 

・多様な機関・団体が地域住民とともに地域の活動
に参画し取り組むことで、支え合い活動が充実・
強化されている。 

・多様な主体がつながり、多分野・多世代が重なる
取組が推進されている。 

 
＜目指す姿＞ 

 
＜目指す姿＞ 

より多くの地域住民が支え合いに関わり、 
互いに「支え手」「受け手」となることで、 
やりがいと喜びを感じ、より元気な地域になるとともに 
世代を超えた交流により、地域のつながりが 
次世代に継承されている。 
 

世代や分野を超えて、様々な人や団体等がつながることで、 
生活に悩みがあっても、相談・支援につながり、 
日常のつながりを通じて、地域の中で様々な課題にも互いに
助け合いながら対応することができている。 
 

 
＜目指す姿＞ 
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３ 指針の取組項目 

 

重点目標１ 地域における「気づき・つなぎ・支える」力の向上 

 
＜推進項目１＞住民同士の支え合い活動の促進 

～互いに認め合い、誰もがやりがいと喜びを感じ、いきいきと過ごせる地域づくり～ 

 

【主な取組項目】 

① 互いに認め合う地域づくりの促進 

地域には、高齢者、障害のある方、子ども、外国籍の方など、年齢や性別、ま

た文化や生活の背景が異なる方々が暮らしています。地域福祉の取組を進めるに

当たっては、それぞれの多様性を認め合い、つながりを持って、支え合いながら

暮らしていくことが大切です。 

一人ひとりの人権が尊重され、自分らしく過ごすことができる地域づくりを進

めており、引き続き、人権に関わる課題の解消に向けて、各部局が連携して取り

組むとともに、子どもから高齢者まで広く、全ての地域住民に対し、福祉や地域

活動への理解が深まるよう、福祉教育等の取組を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福祉教育 

 全ての人を個人として尊重し、思いやりの心を持って助け合うことを学び、共

に生きる力を育むものです。 

 京都市福祉ボランティアセンターや各区社会福祉協議会では、福祉施設や当事

者団体、関係機関・団体との連携の下、学校や地域において福祉教育の普及に取

り組んでいます。 

解説 

本市では、平成２８年３月に「京都市手話言語がつなぐ心豊かな共生社会を目

指す条例」を制定するほか、「京都市人権文化推進計画」（令和２年３月改訂）に

おいて、多様な性の在り方への理解促進や、刑を終えて更生を目指す人の社会復

帰を促進する取組の推進について、単独の「重要課題」に位置付け、内容を充実

するなど、一人ひとりの人権が尊重され、いきいきと暮らせるまちづくりに向け

取組を進めています。 

参考 
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② 地域福祉活動への支援、市民参加の促進 

より多くの地域住民がボランティア活動等の地域福祉活動に関心を持ち、参加

してもらうとともに、ボランティアグループや学区社会福祉協議会等の活動団体

の継続的・自走的な活動につながるよう、京都市福祉ボランティアセンター、

市・区社会福祉協議会等による支援活動やガバメントクラウドファンディング等

の活用による幅広い寄付募集を通じた地域の福祉団体への活動支援など、支え合

いの仕組みづくりを推進していきます。 

また、仕事と家庭生活の調和だけでなく、自治会やＰＴＡの地域活動や社会貢

献活動等に積極的に参画する「真のワーク・ライフ・バランス」を促進すること

で、子育て期、就業期から地域とつながり、誰もが「生きがい」と「やりがい」

を持って、暮らすことのできる地域づくりを進めます。 

さらに、高齢者がこれまで培ってきた知識や経験等を発揮できる短期的な就業

機会を提供するシルバー人材センター事業、すこやかクラブ京都（京都市老人ク

ラブ連合会）によるボランティア活動、認知症サポーター活動促進事業の推進

等、高齢者の社会参加を一層促進していきます。また、障害のある方が、自らの

意思と選択によって、社会的活動に参加できるよう、障害のある方への活動参加

への意欲を高めるための啓発、社会的活動に参加しやすい環境の整備、同じ障害

のある方が相談に応じるピアカウンセリングなど、互いに支え合う活動を推進し

ていきます。 

こうした取組を通じて、地域社会において「支え手」「受け手」という関係を

超えた、地域全体で支え合う体制づくりに向け取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症サポーター活動促進事業（チームオレンジの取組） 

長寿すこやかセンターにコーディネーター1 名を配置し、認知症の方の思いを基

に、本人・家族と認知症サポーターをはじめとした地域住民等をつなぐ仕組み（チ

ームオレンジ）を構築し、本人・家族とともに社会参加の場や地域づくりを進めて

います。 

（取組例） 

「もっと地域とつながりたい」「地域に貢献したい」という本人の声をきっか

けに、地域の認知症サポーターや専門職、ボランティア団体がつながり、本人の

自宅を地域の交流拠点として様々な活動やイベントを展開しています。 

ガバメントクラウドファンディング 

自治体がふるさと納税制度を活用して行うクラウドファンディングであり、自治

体が抱える問題の解決のため、寄附金の使い道をより具体的にプロジェクト化し、

そのプロジェクトに共感した人たちから寄附を募る仕組みです。 

解説 

解説 
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③ 地域における健康づくりの取組の推進 

地域住民や関係機関・団体、行政が取り組む健康づくりの取組は、健康長寿の 

推進のみならず、日頃の地域での活動を通じて、住民同士がつながり、互いに顔 

が見える地域づくりにつながります。 

また、地域づくりを通じた、人と人、人と社会のつながりは、心身の健康に良 

い影響を与えるため、健康づくりにとっても重要な要素となるなど相乗効果があ 

ります。 

こうした市民の健康づくりを支えていくため、区役所・支所保健福祉センター 

による健康課題及び地域ニーズに応じた健康づくりに関する事業や、市内１２箇 

所に設置している地域介護予防推進センターによる介護予防に関する普及啓発や 

活動支援など、本市や関係機関・団体等が連携して「健康長寿のまち・京都」の 

環境づくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

④ 地域における子育て支援の推進 

少子化の進行、家族規模の縮小、共働き家庭の増加など、家族の在り方が多様

化するなか、国においては、子どもたちのために何が最もよいことかを常に考

え、子どもたちが健やかで幸せに成長できるような「こどもまんなか社会」の実

現を目指し、こども家庭庁の下、取組を進めています。本市においても、こうし

た国の動向等を踏まえ、子育て情報を知らせる、子育て支援の仲間を増やす・つ

ながりを広げる取組を推進していきます。 

地域においては、児童館やつどいの広場、民生児童委員等による子育てサロン

など、地域住民、子育て支援機関、学校等が連携しながら、子育て支援の活動を

行っています。また、子育て世代をはじめとした若い世代が、子育て支援の活動

やＰＴＡ活動等への参加をきっかけに地域の様々な団体とつながることで、幅広

い地域活動への参加と継続した活動にもつながっています。加えて、民間と連携

した取組や社会全体で子育てを支えるはぐくみ未来応援事業への寄付等の活用な

ど新たな視点からも子育て支援を推進しています。 

こうした活動が循環することにより、多くの地域住民等が子育て支援に参画

し、地域全体で子どもの育ち・子育てを温かく見守り、支え合う地域づくりを推

進していきます。 

 

 

 

 

 

健康長寿のまち・京都 

市民一人ひとりが、「心身の健康を保つ」ことを意識し、「歯と口の健康づくり」

に取り組むとともに、「食」への関心を高め、それらを地域や人とのつながりの中

で進めていくことで、健康寿命の延伸につなげ、笑顔でいきいきと健やかに暮らせ

る「健康長寿のまち・京都」を目指しています。 

具体的な目標として、平均寿命の増加を上回る健康寿命の増加を掲げています。 

解説 
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⑤ 見守り・相談支援活動の促進 

地域の身近な相談相手である民生児童委員や老人福祉員、障害者相談員、学区

社会福祉協議会、地域包括支援センター等の日頃の見守り・相談支援活動の充実

により、地域全体で悩みや課題を抱えている方や地域から孤立している方への

「気づき」を高めていきます。一方、地域住民でもある民生児童委員や老人福祉

員はその担い手の確保が課題となっており、負担の軽減や市民周知・啓発等にも

取り組んでいきます。 

また、同じ悩みや経験を持つ方々が集まり、解決に向けて共に支え合う当事者

組織は、当事者ならではの目線に立った相談・支援による「気づき」や悩み等の

受け止めの場、情報共有の場となるとともに、多様な課題の発信源にもなりま

す。 

こうした、地域での見守り・相談支援活動を引き続き促進し、身近な地域で多

様な課題に「気づき」、悩みや相談を受け止め、関係機関・団体等と連携しなが

ら、適切な支援につなげる地域づくりを進めていきます。 

 

⑥ 居場所づくり、社会参加の取組の推進 

身近な地域で住民が集まり交流する取組は、住民が主体となって地域の中で、

サロンやカフェなど様々な形で展開されています。こうした活動は、住民同士の

つながりを高めるとともに、活動の中でのちょっとした相談が、参加者個人の悩

みや時には地域全体の困りごとへの「気づき」につながり、それらの課題解決に

向けた新たな活動を生み出すきっかけになることもあります。 

また、暮らしの中にある興味・関心をきっかけに生まれた取組を通じて、地域

の中で、孤独を感じていた方や孤立していた方が地域社会とつながりを持つ機会

ができたり、世代や属性を超えた交流により、新たなつながりが生まれる可能性

があります。 

本市においても、こうした多様な居場所づくりや社会参加に向けた取組が、地

域の中で、住民主体で展開されるよう、行政・関係機関・団体等が連携しながら

推進していきます。 
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多様な主体による地域活動の展開における出会い・学びのプラットフォーム 

個人の興味・関心から始まったまちづくり活動が、地域の様々な主体とつながる中

で、福祉課題に関する視点が生まれてくることや、福祉分野の相談支援の中で、個人

と地域をつなげるための取組が、地域住民を中心とした地域づくりに結び付くことも

あります。一見、質の異なる活動同士も、それらが出会い、互いから学び合うこと

で、多様な相乗効果が生まれる、そして、そこから新たな活動や展開につながること

もあります。今後は、地域において多様な主体が出会い、学び合う「プラットフォー

ム」をいかに作り出すかというテーマを考えていくことが重要です。 

（資料：厚生労働省 社会・援護局 地域共生社会推進室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  参考 
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⑦ 地域の特性に応じた支え合い活動創出の強化 

これまでから、身近な地域では、住民や関係機関が連携・協働し、地域の資源 

や課題といった地域の特性を把握、共有することを通じて、新たな活動が生ま 

れ、それに伴い、新たな担い手の育成も進められてきました。 

住民と関係機関・団体等の多様な主体がつながり、連携・協働による支え合い 

活動がより多くの地域で創出されるよう、「地域支え合い活動創出コーディネータ 

ー」の体制を強化し、地域住民等の主体的で新しい支え合い活動や不足するサー 

ビスの創出を更に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 地域コミュニティ活性化の取組との連携 

地域住民が連携し、主体となって様々な自治活動が行われる「地域コミュニティ」 

は、地域福祉活動の基盤であり、地域コミュニティの活性化により、地域福祉活動 

も広がり、充実し、そして相乗効果により、地域自治の更なる発展をもたらすとい 

えます。 

住民のライフスタイルや価値観の多様化、単身世帯の増加などを背景として、住 

民間のつながりの希薄化や地域活動の担い手不足が課題となっており、地域コミュ 

ニティサポートセンターによる相談対応や伴走支援、地域活動助成、各種啓発など 

を通じて、子どもや高齢者の見守り、防災訓練や清掃活動、地蔵盆等の地域行事な 

ど、地域において住民が主体となって進める地域活動を支援していきます。 

また、情報共有の円滑化や効率化、地域活動に参加しやすい環境づくりに向けた 

ＩＣＴツールの導入支援を進め、地域活動の効率化や負担軽減、地域活動への参加 

者の裾野の拡大にも取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域支え合い活動創出コーディネーター 

地域で高齢者を支えていくために必要な生活支援サー 

ビスの創出や担い手の養成、ネットワークの構築を目的 

として、各区社会福祉協議会に配置しています。地域支 

え合い活動創出コーディネーターは、掃除や買物などの 

家事支援や見守り、健康長寿サロンなどの生活支援サー 

ビスの充実に取り組み、それぞれの地域で高齢者が安心 

して暮らしていける仕組みを作っていくお手伝いをします。 

そうした活動を行う中で、高齢者をはじめとする 

地域の多分野・多世代交流にもつなげていきます。 

解説 
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 ⑨ 災害時の要配慮者への支援の充実 

いつ発生するか分からない災害は、特に、乳幼児、高齢者、障害のある方など

の要配慮者に広く影響を及ぼします。発災時に避難行動や安否確認が円滑に行わ

れるためには、平常時における継続的な防災・減災に関する啓発活動や、地域に

おけるつながりづくりが非常に重要であり、そこには要配慮者への支援の視点が

欠かせません。 

このため、平常時から避難所運営マニュアルに基づく避難所運営訓練の実施や

福祉避難所の円滑な運営の確保に取り組むとともに、避難行動要支援者名簿を活

用した地域における見守り活動の推進、避難行動要支援者の個別避難計画の作成

等を通じて、災害時の要配慮者の視点に立った取組の充実を図り、要配慮者を含

めた住民の「いのち」と「暮らし」を守る取組を進めていきます。 

また、大規模災害が発生した際、各地から参集するボランティアは、被災地の

復旧、復興には欠かせない存在です。ボランティア活動が被災者の多様なニーズ

に応じて効果的に展開されるよう、市・区災害ボランティアセンターが連携し、

平常時における災害ボランティア活動の普及啓発や入門講座等を通じた担い手の

確保・育成などに取り組むとともに、災害時に区ボランティアセンターが速やか

に設置され有効に機能するよう、各区の総合防災訓練と連携した設置・運営訓練

を実施するなど、近年発生する自然災害といった危機に対しても、しなやかに克

服するまちづくり「レジリエント・シティ」の構築に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難行動要支援者名簿を活用した地域における見守り活動 

 災害時の避難支援に特に配慮が必要な高齢者や障害のある方などに対し、緊急時の迅

速な対応等にもつながる、日常的な見守り体制の充実を図っていく仕組みとして、地域

の関係機関・関係団体との連携の下、「避難行動要支援者名簿を活用した地域における見

守り活動」を実施しています。 

 具体的には、避難行動要支援者名簿に登載されている方のうち、地域への名簿情報の

提供に不同意の方を除いた避難行動要支援者名簿を作成し、本市と協定を締結した避難

支援等関係者に提供し、日頃の見守り活動につなげていきます。 

避難行動要支援者の個別避難計画の作成 

災害時の避難の実効性を高めるため、令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避

難行動要支援者に係る個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされました。本市にお

いては、避難行動要支援者のうち、災害時のリスクが高く、特に支援を要する方は、ケ

アマネジャー等の福祉専門職の御協力の下、作成を進めています。 

解説 

解説 



 

29 

 

＜推進項目２＞多様な活動団体が連携し、住民とともに協働の取組を推進する仕組みづくり 

 

【主な取組項目】 

① 区地域福祉推進委員会の取組の充実・強化 

各区の民生児童委員や学区社会福祉協議会、社会福祉施設の代表者等と行政な

どで構成され、福祉のネットワークづくりを進めてきた各区の地域福祉推進委員

会では、事務局である区社会福祉協議会との連携・協働の下、区域の地域福祉の

普及・啓発に取り組んできました。 

このような地域の特性を踏まえた地域福祉推進委員会の活動を更に推進し、身

近な地域の課題やニーズ、活動事例を把握し、区域で共有、発信することで、地

域住民、関係機関・団体等をはじめ、福祉分野に限らない多様な主体による地域

福祉活動の活性化や新たな掘り起こしにつなげ、そうして生まれた活動事例を再

度共有するといったサイクルを生み出していきます。また、分野・属性を超えた

多様な主体が情報交換や協議をすることができる場・機会を展開・推進すること

により、地域の人、場、活動、サービス、情報等がつながり、つながりの中から

更なる展開を生むきっかけとなるような環境を整備していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 社会福祉施設との協働による地域づくりの推進 

社会福祉法人はその公益性や非営利性を踏まえて、法人がこれまで培ってきた

福祉サービスに関する専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等をい

かしながら、地域づくりの取組と連携し地域に貢献する「地域における公益的取

組」が、法人の責務として明確化されています。 

本市においては、地域課題の解決に向けた住民と社会福祉施設との協働の取組

等を各区の地域福祉推進委員会の活動を通じて共有を図るなどにより、社会福祉

施設の地域活動への参画が各地域において積極的に展開されるよう、関係団体や

市・区社会福祉協議会等との連携の下、取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

区地域福祉推進委員会 

平成１６年度策定の京・地域福祉推進プラン（第１期計画）にて各区に設置され、

高齢者や障害のある方、児童等を対象とした分野別福祉ネットワーク相互の情報交換

や連携を進めることをはじめ、各区における地域福祉推進の基盤的な役割を担ってい

ます。 

解説 
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③ 多様な主体の参画、連携による地域づくりの推進 

福祉分野に限らず、地域企業やＮＰＯ、大学、寺社等の京都ならではの多様な

主体と地域住民等との協働の推進や、文化芸術活動との連携等、分野を超えて多

様な主体がつながり、地域活動に多様な属性を持った多くの方々が関心を持ち、

活動に参画する地域づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域企業 

幅広い業種の若手経営者等が議論し、行動する「京都市中小企業未来力会議（現：

京都市地域企業未来力会議）」において、「私たちは、地域に根差し、地域と繋がり、

地域と共に継承・発展する『地域企業』である。」等とする「京都・地域企業宣言」

が発表されました。 

同宣言には、生活文化の継承、安心安全、 

地域コミュニティの活性化への貢献等が掲げられており、 

今後の地域の担い手としても活躍が期待されます。 

本市では、令和４年度からは、社会課題の解決や 

新たな価値の創出を目的に、地域企業が主体的に社会実験に 

挑戦する「京都・地域企業 未来の祭典」を開催しています。 

大学のまち京都・学生のまち京都の推進 

京都市は、３６の大学・短期大学が立地する「大学のまち」、そして人口の１割

に相当する約１５万人の学生が学ぶ「学生のまち」です。 

学生が企画から運営までを行い、京都の大学、経済界、地域、行政がオール京

都で支援する「京都学生祭典」、地域活性化や課題解決にも資する学生と地域の一

体的な取組を支援する「大学地域連携創造・支援事業（学まちコラボ事業）」、学

生自らが地域課題の発掘、解決策の検討・提案を行い、事業の趣旨に賛同いただ

いた企業と連携しながら実証までを行う「The Future of KYOTO AWARD」等の推進

をはじめ、学生や大学が地域住民・企業とつながる機会を充実していきます。 

農業と福祉の連携 

障害のある方にとって、就労は社会参加の重要な要素であるとともに、社会的

に自立し、かつ生きがいを持つという大切な意義がありますが、障害福祉サービ

ス等事業所で働く障害のある方の工賃水準は低水準にとどまっており、その向上

は社会的課題となっています。 

一方で、農業分野においては、担い手不足や高齢化が進んでいることから、 

障害のある方が農業に携わることで、両分野の課題を解決しようと「農福連携」

の取組が全国各地で行われています。 

本市においても、障害のある方が農産物の生産・加工・販売等に携われるよ

う、障害福祉サービス等事業所と農家等との信頼関係づくりの各種コーディネー

ト等を行うことで、障害福祉サービス等事業所の農業に関連した仕事づくりに取

り組みます。 

このような取組を通じて、地域の中で誰もが役割を持ち、「支え手」「受け手」

という関係を超えてお互いに支え合いながら暮らすことができる地域づくりを進

めることは、地域共生社会の基盤になります。 

参考 

参考 

解説 



 

31 

 

重点目標２ 行政・支援関係機関等による分野横断的な支援体制の強化 

 

＜推進項目３＞困難な課題をみんなで受け止め、重層的な支援を展開する体制の充実 

 

【主な取組項目】 

① 「重層的支援体制」の推進 

本市においては、地域でキャッチし、地域だけでは対応が困難な複合的な課題

を、各区役所・支所保健福祉センター、支援関係機関等がしっかりと受け止め、

それぞれが持つ強みや機能を発揮し合い、適切な支援に結びつける分野横断的な

支援体制を強化してきました。 

地域住民が直面する課題の複雑化・複合化が進む中、制度間の壁を低くして各

区役所・支所保健福祉センター、支援関係機関等が連携・連帯し、本人や世帯の

属性にかかわらず包括的に相談を受け止め協働して支援する体制を推進するとと

もに、本人や世帯に寄り添い、社会とのつながりを回復する支援を充実していき

ます。そして、地域における多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出す

支援の充実と合わせて一体的に実施することで、人と人のつながりを基盤とした

セーフティネットを強化し、必要な支援が届いていない方を取り残すことなく、

また、事態が深刻化する前に解決を図ることを目指していきます。 
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② 地域生活における多様な課題に対応する事業の充実 

地域社会とのつながりがなくなる「社会的孤立」、ニーズに対応する制度がな

い「制度の狭間」や支援の拒否、自らの健康安全を放棄する「セルフネグレク

ト」やいわゆる「ごみ屋敷」といった問題、また、「ひきこもり」の長期化や高

年齢化といった問題等、少子高齢化や社会情勢の変化を背景に、地域住民が抱え

る課題は複雑化・複合化しています。 

こうした課題に対し、これまで本市が地域住民や関係機関・団体等との連携の

下、進めてきた分野横断的な取組を引き続き推進し、支援が必要な方に対し、的

確に支援の手が差し伸べられるよう、取組を進めていきます。 

 

● 地域あんしん支援員設置事業の充実 

地域あんしん支援員設置事業は、地域の支援関係機関等と連携しながら、福祉

的な支援が必要であるにもかかわらず、支援が届いていない方等に対し、伴走型

の支援を行う仕組みであり、各分野の支援の狭間を埋めて包括的な支援を推進す

るものです。 

重層的支援体制の推進に合わせ、より効果的に支援を展開できるよう、必要な

支援に届いていない方の把握に向けて、支援関係機関等との連携や地域住民との

つながりを構築するなど、アウトリーチ機能を強化します。また、居場所等の地

域資源の開拓、支援対象者の思いやニーズに沿った地域資源とのマッチング、そ

の後のフォローアップ等による社会参加に向けた支援を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アウトリーチ 

自ら助けを求めることができない方や支援が必要であるにもかかわらず支援が届いて

いない方を把握し、訪問等による伴走型の支援を行うことで信頼関係を構築しながら、必

要な支援やサービスにつなぐといった支援を展開することです。 

 

解説 
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● ひきこもり支援の推進 

ひきこもり支援は、令和２年９月に、全年齢に対応する、よりそい・つなぐ 

相談窓口と支援の中心となる各区役所・支所保健福祉センターを合わせて「ひ 

きこもり地域支援センター」として位置付けるなど、支援体制を再構築しまし 

た。 

引き続き、本人及び家族に対して、電話や窓口での相談に留まらず、訪問等に

より、伴走型の相談支援を行うとともに、家族への研修・交流の機会の提供やひ

きこもり支援の普及啓発、社会参加の場の確保に取り組んでいきます。 

 

● 不良な生活環境（ごみ屋敷）を解消するための支援の推進 

不良な生活環境（ごみ屋敷）への支援は、ごみの片付けだけを課題とするので

はなく、ごみを堆積している本人が抱える根本の福祉課題に向き合い、「人への支

援」を行わなければ、真の課題解決につながらないとの考えに基づき、引き続き、

区役所・支所ごとに設置する分野横断的かつ専門的に支援する体制により、関係

機関が連携して重層的にかかわることで、清掃支援など本人を継続してサポート

しつつ、社会的孤立状態の解消や心身の状態改善に向けて取り組んでいきます。 

 

● 孤独・孤立対策の推進 

孤独・孤立の問題は、ライフステージのあらゆる場面で誰にでも起こりうる    

身近な問題であると同時に、本人だけで解決できない場合もあります。孤独・ 

孤立とは、様々な要因から不安を感じたり、陥ることがある状態であり、これ 

を一気に解決する特別な方法はありませんが、地域のつながりや気付く力を高 

め、「孤独・孤立」に陥りにくく、また、支援につながりやすい環境を整え、多 

様な関係機関や団体、地域がしっかりと連携しながら、様々な制度や支援施策 

であたたかく包み込み、地域の住民が安心して暮らすことができるよう、取組 

を進めていきます。 

  

● 再犯防止対策の推進 

再犯防止の推進は、新たな犯罪被害者を生み出さない 

だけでなく、罪を償い社会の一員として再出発しようと 

する人を社会全体が認め、支えることで、社会復帰を促進 

する取組です。令和３年３月に策定した「京都市再犯防止 

推進計画」に基づき、「やり直すことができる社会と 

安心・安全なまちの実現」に向けて、国や民間団体等の 

取組と連携した再犯防止の施策を総合的かつ計画的に推進 

していきます。 
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● 「ＣＯＣＯ(ここ)・てらす」による全市的な相談支援体制等の充実 

令和６年１月に、地域リハビリテーション推進センター、こころの健康増進セ

ンター、児童福祉センターの一体化施設である「ＣＯＣＯ(ここ)・てらす」を開

所し、区役所・支所への専門的観点からの支援の実施、地域の障害福祉サービス

事業所等に対する支援力向上のサポートを行うとともに、障害保健福祉や児童福

祉の関係機関等との連携の役割を担うことにより、全市的な相談支援体制の充実

を図っていきます。また、身体・知的・精神の障害種別の垣根を取り払い、それ

らの課題が複合する困難事例や重層的な支援が必要な方への対応力の向上を図り

ます。 
   
● 多様な課題や困りを抱える子ども・子育て家庭への寄り添い支援の充実    

児童虐待や障害のある子どもなどに対し、児童相談所や発達相談所等にて一時 

保護や心理検査等の専門的対応を行うほか、子育て中の親が各区役所・支所保健 

福祉センターをはじめ身近な地域においても、一人で悩まずに気軽に相談でき、 

関係機関や団体が課題を共有し適切な見守り等を行う体制整備を進めていきま 

す。 

また、ヤングケアラーについては、子どもや家族が、子ども自身をヤングケア 

ラーであると認識しておらず、問題が表面化しにくい構造であり、また、その世 

帯が抱える課題が複合的である場合も多いことから、社会的認知度を向上させ、 

周囲が早期発見・把握できる環境づくりと、多分野・多機関協働の推進に取り組 

み、多様な課題や困りを抱える子ども・子育て家庭への寄り添い支援をより充実 

していきます。 

  

● 生活困窮者自立支援事業の充実（生活困窮者自立支援方策） 

平成２７年４月の生活困窮者自立支援法の施行を踏まえ、市役所（保健福祉局 

生活福祉課）に相談窓口を設けるとともに、専任の相談支援員を配置し、対象者 

の自立に向けた就労支援等に取り組んできました。 

また、新型コロナの感染拡大に伴う生活福祉資金特例貸付や住居確保給付金の 

相談・申請等に対応するため、令和２年度以降、専任の相談支援員を増員すると

ともに、新たに家計改善支援事業を開始し、生活困窮世帯に対する家計管理や債

務整理に関する支援を行ってきました。 

 

⑴ 生活困窮者自立支援事業の取組状況 

法に基づく生活困窮者自立支援制度では、経済的な課題を含め、相談者か

ら具体的な状況を聞き取ったうえで、その方に合った支援プランの作成や

自立に向けた寄り添い支援を行っています。 

＜参考１＞自立相談支援事業実績 

 新規相談受付件数 支援対象者数 

平成３０年度 ４０６件 １２８名 

令和元年度 ４８１件 １７８名 

令和２年度 ９６９件 ３０４名 

令和３年度 ７０８件 ２５６名 

令和４年度 ７１５件 １９５名 
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＜参考２＞主な事業 

名称 内容 

自立相談支援事業 ・専任の支援員が相談を受けて、どのような支援が必要かを一緒に

考え、具体的な支援計画（プラン）を作成し、寄り添いながら自立

に向けた支援を行う（手続きの同行支援、以下の支援ツールを活用

した社会参加から就労までの支援）。 

・相談窓口を設け、専任の相談支援員を設置。 

家計改善支援事業 経済的にお困りの方に対し、ＦＰ等の専門的な知識を有する支援

員が、家計の再建に向けたきめ細かな相談・支援を行う。 

住居確保給付金 離職・廃業した日から２年以内又は給与を得る機会が減少する等

により経済的に困窮し、次の常用就職を目指す方を対象に、お住ま

いの家賃相当額を一定期間支給する。 ※一定の条件あり 

就労準備支援事業 「社会との関わりに不安がある」、「他の人とコミュニケーション

がうまくとれない」など、直ちに就労が困難な方に、一定期間、プ

ログラムにそって、就労に向けた基礎能力を養いながら就労に向

けた支援や就労体験の場を提供する。 

一時生活支援事業 住居のない生活困窮者への一定期間の宿泊場所の供与や衣食の提

供等を行う。 

学習支援事業 生活困窮家庭の子どもへの学習援助や育成支援等を行う。 

就労訓練事業（中

間的就労）の認定 

早期に一般就労が困難な方に対して、支援付き就労の機会を提供

し、就労に必要な知識や能力向上の訓練を行う事業者を認定する。 

 

⑵ 今後の方向性 

相談者には、複合的な課題を抱える方も多く、制度のみでは十分な課題解

決に至らないケースも見受けられます。また、支援を必要とされる方を早期

に発見し、生活が立ちいかなくなる前に支援を行うことが重要であり、その

ためには、他の支援関係機関との連携も欠かせません。 

このため、各区役所・支所保健福祉センターをはじめ、税務、教育、就労、

住宅等の各部局はもとより、ハローワーク、社会福祉協議会、ひきこもり地域

支援センター、地域若者サポートステーション、民生児童委員等の地域ネッ

トワークとも十分に連携し、以下の取組を通して、本制度における支援の対

象となる生活困窮者を把握し、支援を行います。 

ア 自立支援の取組と体制の確保 

     生活困窮者自立支援制度に基づく自立相談支援事業をはじめとする各種

支援事業について、引き続き、実施していくとともに、現状のニーズや支援

実績等を踏まえ、適切かつ必要な体制を確保します。 

イ 関係機関との連携強化 

     対象者が抱える問題が複雑化・深刻化する前に、支援につなげることが重

要であり、社会福祉協議会やハローワークなどの関係機関とも十分に連携し

ながら対応していきます。とりわけ、債権を有する自治体の窓口等には、経

済的に困窮している方が訪れる可能性が高いことから、これら債権の所管課

と連携し、納付相談の際などに生活困窮者を把握した場合、生活困窮者自立

支援制度の案内等を行います。 
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● 権利擁護支援体制の充実 

誰もが地域で安心して自分らしく暮らし続けていくためには、認知症や障害 

等があっても一人ひとりの人権が保障され、自己決定、自己実現できるための 

支援を充実させていくことが必要です。 

認知症や障害等の理由により契約行為等を行うことが困難な方が、日常生活に

支障や不利益が生じないよう、地域で生活するうえで必要な福祉サービスの利用

援助や日常的金銭管理等の支援を行う日常生活自立支援事業について、本市にお

ける成年後見制度利用促進計画に基づき事業を実施する社会福祉協議会への支援

や成年後見制度の利用促進等の取組を進めていきます。 

また、高齢者虐待、障害者虐待の防止に向けては、地域住民や支援関係機関等

に対して、虐待に関する正しい知識の普及等に取り組み、行政、関係機関、地域

が一体となって、虐待の未然防止と早期発見につなげるとともに、通報後の迅速

な安全確保や適切な支援に取り組んでいきます。 

 

※ 成年後見制度利用促進計画と長寿すこやかプランの一体的策定 

     成年後見制度をはじめとした権利擁護の取組は、従来から「京都市民長寿すこや

かプラン」に掲載しており、加えて、長寿すこやかプランの推進期間が３年で、国の

成年後見制度利用促進の動きに合わせて取組内容を見直しやすく、地域包括ケアシ

ステムの取組や認知症施策とも連携しやすいことから、成年後見制度利用促進計画

については、長寿すこやかプランと一体的に策定することとします。 
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第５章 指針の推進・評価体制 

 

１ 推進期間 

本指針の推進期間は、５年を目途とします。ただし、期間中に地域福祉を取り

巻く状況に大きな変化があった場合などは，必要に応じて見直しの検討を行いま

す。 

 

２ 推進・評価体制 

関係部局や関係機関等が地域福祉の視点から取組を進めるとともに、地域福祉

の中核的な役割を担う、市・区社会福祉協議会等とも連携を図り、本市及び各区

で本指針の取組を推進していきます。 

また、指針に密接に関連する各分野の取組実績や地域における各種活動の件数

等の指標を参考に、各分野で実施されるアンケート調査の結果等も活用しながら、

京都市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会において、指針の進捗状況の点検・評

価を行います。 

 

 


